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はじめに 

令和４年８月 16 日、大阪狭山市長から本審議会に対し、「持続可能な大阪狭山市公共下

水道事業の運営及び経営状況について」の諮問があり、慎重に審議を尽くした結果、次のと

おり答申します。 

 

令和６年３月に策定された大阪狭山市下水道事業経営戦略（以下「経営戦略」とい

う。）は、これまでの審議結果を踏まえた内容となっていることから、経営戦略を適当と

認めます。 

 

ただし、少子化・高齢化、核家族化、環境意識の向上や節水機器の普及による有収水量の

減少に伴い、下水道使用料収入が減少傾向であるとともに、施設の老朽化、近年の原材料価

格の上昇やエネルギー価格の高騰、労務単価の引き上げなどにより維持管理費用が増加傾

向にあります。この傾向は今後も続く見込みであり、下水道事業経営を取り巻く環境はより

一層厳しいものになると予想されます。そのため、次に記載の事項については特に留意の上、

持続的・安定的な下水道事業サービスの提供を実現するよう努められたい。 
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１．大阪狭山市下水道事業の経営状況と課題について 

（１）収入の減少 

大阪狭山市の行政区域内人口は令和元年度をピークに減少傾向にありその傾向は今後

も継続することが予測されている。行政区域内人口の減少に伴い有収水量及び下水道使

用料収入が減少するため、その結果、令和 7 年度には当年度純損失に陥った後、当年度

純損失の状態が継続すると予測される。 

 

（２）支出の増加 

① 下水道施設の改築・更新にかかる支出 

大阪狭山市が保有する下水道管きょの大部分は、狭山ニュータウンに代表される宅地

開発時に大量に整備されたものであり、下水道管きょの耐用年数である 50 年を経過し

老朽化した下水道管きょが増加している。今後、老朽化施設の更新のための多額の資金

が必要となる。 

 

② 維持管理にかかる支出 

下水処理には、多くの電気・ガス等の燃料や人件費が必要であり、近年の原材料価格

の上昇やエネルギー価格の高騰、労務単価の引き上げなどにより物価高騰の影響を直接

的に受けやすい。このような状況の中で削れる費用を削り経営を維持してきたが、既に

限界に近く、維持管理にかかる支出は増加傾向にある。 

 

（３）総括 

大阪狭山市の下水道事業を取り巻く経営環境は益々厳しく、今後さらに厳しくなるこ

とが予想される。このような現状において、老朽化する施設の更新をどのように進め、

持続的・安定的な下水道事業サービスの提供を維持していくのかが、大阪狭山市下水道

事業の大きな課題である。 
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２．経営改善に向けた取組みについて 

（１）これまでの取組み 

① 震災時にも下水道機能が維持できる対策 

下水道の地震対策としては、幹線管きょやポンプ場等の基幹施設の耐震化を図る「耐

震対策」、下水道施設が被災した場合においても下水道が果たすべき機能を確保し、被害

の最小化を図る「減災対策」を組み合わせた総合的な地震対策を進めていくことが重要

である。 

大阪狭山市では、汚水幹線の耐震化を計画的に進めている。また、災害時における被

災者の安全・安心かつ快適な生活環境の確保を目的として、「大阪狭山市地域防災計画」

に位置付ける指定避難所 14 箇所とさやか公園には、下水道施設が復旧するまでの間に

使用できる災害マンホールトイレを平成 30 年度から全て整備した。引き続き、震災時に

も下水道機能が維持できる対策に取組んでほしい。 

 

② 広域化・官民連携 

大阪狭山市は、経費の削減および効率的な下水道事業運営等の観点より、平成 28 年度

から施設の維持管理に係る包括的民間委託という全国的にも先進的な取組みを進めてき

た。社会インフラの持続可能なスタイルが変化しつつある中で、昨今、国土交通省から

も、この社会インフラの持続のために、PPP/PFI の推進の方針が打ち出されたところで

ある。 

今後、資材や人員のさらなる不足が想定される中で、単独の自治体だけで下水道事業

の運営を行っていくことは非常に難しい。したがって、引き続き国の方針に従って官民

連携を推進していくとともに、近隣自治体や大阪府との広域化・共同化、加えて、上下

水道事業の連携等の取組みに努めてほしい。 

 

③ 企業債残高の削減 

厳しい経営環境の中、計画的に企業債残高の削減に取組み、新規の企業債発行を極力

抑制してきた結果、企業債残高は着実に減少を続けている。平成 20 年度末に約 106 億

円あった企業債残高は、令和４年度末に約 56 億円とおよそ半減した。 

老朽化施設の更新のための多額の資金が今後も必要になるが、企業債の適正な発行額

水準の維持、企業債残高の削減に引き続き努めてほしい。 

 

④ 人材の確保・育成 

下水道は「建設」から「維持管理」の時代へ移行している。下水道施設の改築等、事

業量の変化とともに相当の技術的な知識が求められることとなり、これに対応した人的

リソースを確保することが必要となる。また、公営企業会計に対応した知見も求められ
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る。これらの総合的な知識を備えた人材を確保するとともに、職員がそのような知見を

習得できるよう各種研修やＯＪＴ、業務のマニュアル化等による人材の育成に引き続き

努めてほしい。 

 

⑤ わかりやすい下水道情報の発信 

継続的な事業運営のためには、下水道施設の改築や雨水対策等の下水道事業に対する

市民の理解・関心が不可欠である。市民や事業者からの理解と協力を得るためには、下

水道事業の広報や啓発が重要であるが、一方通行になりやすい。 

これまでも啓発イベントへの出展等により下水道事業について情報発信を行ってきて

いるが、今後は、市民の声も直接聞けるような場も考えた下水道事業の情報発信に積極

的に取組んでほしい。 

 

（２）これからの取組み 

① 定期的な経営戦略の見直し 

  大阪狭山市は、令和元年度から令和 10 年度までの期間の経営戦略を令和元年度に策

定し、公表した。そして、策定から５年が経過した令和 6 年３月に経営戦略を見直して

いる。 

経営戦略は、「経営戦略策定・改定ガイドライン」（総務省）に基づき、定期的に見直

すことでより質の高い「経営戦略」となる。経営戦略は今後も 5 年を目途に定期的に見

直してほしい。 

 

② 下水道使用料の適正なあり方の検討 

 投資・財政計画の試算結果によると、現行のままでは、令和９年度には現預金残高が

不足し、令和８年度以降は経費回収率が 80％を下回る経営の厳しい見通しとなっている。 

収支が均衡していない状態の投資・財政計画では、持続的・安定的な下水道事業の経

営に支障をきたすおそれがある。なぜなら、現預金残高が不足すれば資金の調達が困難

となるためである。資金の調達ができなければ、安心安全な下水道事業サービスの提供

が不可能となり、災害等への対応も困難となる。また、経費回収率が 80％を下回ると社

会資本整備総合交付金の重点配分の対象とならず、これまで受けてきた国庫補助が受け

られなくなる可能性がある。 

この収支の均衡しない経営状況を改善するため、使用料水準及び水量体系の検討を含

む下水道使用料の適正なあり方を検討することが必要である。 

また、下水道使用料の適正なあり方を検討するにあたっては、「下水道使用料算定の基

本的考え方」（公益社団法人 日本下水道協会）に基づき、経営戦略の見直しと併せて使

用料水準及び水量体系についても５年を目途に定期的な見直しを行うよう努めてほしい。 

 なお、下水道使用料の適正なあり方の検討には一定の専門知識を要するため、使用料
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水準及び水量体系の改定を実施するに際しては、改定の理由や下水道使用料の改定額等

について市民等へ丁寧な説明を行うようお願いしたい。 
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３．下水道使用料の改定について 

（１）下水道使用料の水準 

今回の財政収支の見通しでは、現行の下水道使用料を据え置いた場合、令和７年度か

ら令和 11 年度までの算定期間（５年間）の下水道使用料で回収すべき汚水処理費約 46

億円（税抜）のうち約 36 億円（税抜）しか回収されず、約 10 億円（税抜）の収支不足

額が生じる見込みである。 

下水道事業は、多くの電気やガスなどの燃料を使い、処理場で汚水が処理される。ま

た、人件費も必要な事業であるため、昨今の物価高騰の影響を直接的に受けやすい。ま

た、かかる経費の中で削れる部分は削り、経営を維持してきたがそれも限界に近い。 

大阪狭山市下水道事業は、使用料改定により使用料収入を増収しなければ経営を維持

できない困難な状況に直面していると考えられる。使用料改定が必要な状況について、

下水道を利用される市民等への丁寧な説明に努めてほしい。 

 

（２）今後の下水道使用料体系のあり方 

大阪狭山市の下水道使用料は、人口年齢構造の変化や節水型機器の普及に伴う有収水

量の減少により下水道使用料収入の減少が続いている。このような状況の下、経営の安

定化を図るためには、下水道使用料体系を工夫する必要があり、本審議会として、基本

水量、水量区分、基本料金と超過料金のバランス、逓増度等の観点から今後の下水道使

用料体系について検討を行った。本審議会で検討した内容も踏まえ、引き続き、国や他

の自治体の状況等も参考にしながら、下水道使用料体系について検討・研究を進めてほ

しい。 

 以上のことを踏まえ、本審議として、今後の方向性を述べる。 

 

① 基本水量のあり方 

大阪狭山市では、一定の水量（1 か月あたり 10 ㎥）の範囲での使用に対して、超過料

金を賦課せず定額の基本料金のみの負担とする料金設定の方法を採用している。この基

本水量は、一定の水量の範囲での使用者の料金を低廉化することや、下水道の普及促進

による公衆衛生の向上を図ることを目的として、昭和５４年に決定されたままであるが、

当時とは社会経済情勢や生活スタイルが変化している。 

基本水量のあり方、すなわち改定について検討を行うべきである。汚水処理人口普及

率９９．９%を達成している現状に鑑み、基本水量を継続する場合は、基本水量を縮小

する方向で工夫する必要がある。なお、基本水量の廃止・縮小は、基本水量内の利用者

の負担感の増大に繋がるため、慎重な検討が必要である。 
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② 水量区分のあり方 

大阪狭山市の水量区分は、基本水量区分を除き、現行 6 区分に細分化されている。水

量区分は細分化されるほどきめ細かな使用料体系となり、利用者間の公平を図ることが

可能となる一方で、使用料体系が複雑となる。なお、近隣の自治体では６から 10 区分に

水量区分は細分化されている。 

水量区分のあり方については、基本水量のあり方と併せて検討すべきであり、10 ㎥以

下の少量水量区分の細分化について検討を行う必要がある。 

 

③ 基本料金と超過料金のバランスのあり方 

基本料金は使用水量の有無に係わりなく下水道使用料が賦課されるものであり、超過

料金は使用水量の多寡に応じて下水道使用料が賦課されるものである。基本料金と超過

料金のバランスは、現行概ね基本料金が３割、超過料金が７割の水準で推移している。 

下水道使用料で回収すべき汚水処理費の多くは、人件費や減価償却費等の固定費が占

めており、下水道事業の経営の安定化を図るためには基本料金の割合を高める必要があ

る。一方で、基本料金の割合を高めると利用者の負担感の増大に繋がるため、基本料金

と超過料金のバランスについては慎重な検討が必要である。 

下水道管は水道と異なり、自然流下方式となるため、多量に下水を流す場合、下水管

の口径は大きくなるため維持管理費も高額となる。基本料金と超過料金のバランスは、

現行の基本料金の割合が３割程度であること、及び利用者の負担が過度とならないこと

に考慮し、基本料金の割合が４割を超えない水準で検討を行う必要がある。 

 

④ 逓増度のあり方 

逓増度は、最高単価を、10 ㎥使用時の最低単価で除した値として算定され、現行２．

９４となっている。逓増制は多量利用者の水使用を抑制するために設けられた制度であ

るとともに、逓増度が大きいほど多量利用者の負担が大きいことを意味する。 

大阪狭山市の逓増度が大阪府内の自治体と比較して高い状況にあるわけではないが、

有収水量が減少している現状を踏まえると、水使用の抑制という制度趣旨と経営実態が

合っていない。逓増度については少量利用者のみならず、多量利用者にも配慮し、使用

者間の公平性の観点から検討を行う必要がある。 

 

（３）総括 

大阪狭山市の下水道事業を取り巻く経営環境は厳しく、今後ますます厳しくなること

が予想される。これは、下水道使用料が平成２５年度以降改定されておらず、下水道使

用料水準が大阪府内平均と比較して低いことにその一因があるものと思慮される。 

下水道事業は「独立採算の原則」が求められ、汚水にかかる費用は原則として下水道

使用料で賄われるものである。しかしながら、下水道事業の公的サービスとしての意義
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を踏まえ、現状の制度の範疇で可能な限り公費を投入していただきつつ、利用者に大き

な負担とならないよう配慮が必要である。また、安全・安心で持続的・安定的な下水道

サービスを確保するために、経営戦略の業務目標で謳われている経費回収率 80%以上確

保できる水準を目安に可能な限り速やかに下水道使用料の改定について検討を進めてほ

しい。 

 

４．付帯意見 

近年の気候変動による局地的大雨など、これまで経験したことのない規模の自然災害

が全国各地で発生している。本年１月の能登半島地震においては、地震による道路や下

水道施設の損傷により仮設トイレのし尿の受け入れが課題となっている等、改めて地震

等の災害に備える下水道の重要性の整備や危機管理の体制整備が急務となっている。大

阪狭山市でも、30 年以内に高い確率で発生するといわれている南海トラフ地震の発生も

あり、下水道施設の早期の耐震化をお願いするとともに、大規模な災害が発生し下水道

管が破損している場合は、市民の皆様に、各家庭が下水を流すのではなく、下水道管の

耐震化が進んでいる避難指定所等まで行っていただき下水を流すという啓発等にも引き

続き努めてほしい。 

 

おわりに 

下水道施設は、市民の共有財産であり、適正な管理、持続的・安定的な下水道事業の

経営のためには、下水道に対する市民の理解と協力が不可欠である。また、今般同時に

経営戦略の中間見直しも行ったところであるが、毎年度の進捗管理や計画と実績との検

証、その結果を踏まえた不断の見直しを行い、公営企業の経営基盤強化と財政マネジメ

ント向上に十分に活用されたい。 

少子化や高齢化といった人口の年齢構造が変化する中、節水型意識も進む中で、主た

る財源である下水道使用料が減少し、下水道事業の経営を取り巻く環境は今後も厳しさ

が増すものと思われるが、この答申が今後の大阪狭山市下水道事業を持続可能で、発展

していく一助に繋がることを切望する。 


